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【目的】
特定健診・特定保健指導では、内臓脂肪型肥満に着目した保健指導に重点を置くが、事業全体の枠組みとしては、特定保健指導を柱にしつつも、「それ以外の保健指導」、「医療との連携」、「未受診者対策」等を含めた総合的な生活習慣病対策事業となっている。従って、「特定保健指導」、「それ以外の保健指導」、「医療との連携」、「未受診者対策」等のそれぞれのどの部分にどれだけの医療資源を投じることで、生活習慣病を減らすことができるかを総合的に評価する必要がある。本研究では、特定健診・特定保健指導データ等に基づき、「特定保健指導」、「それ以外の保健指導」、「医療との連携」、「未受診者対策」等のそれぞれで、生活習慣病有病者・予備群をどの程度予防できるのかを、今後蓄積されてくる実際の健診・保健指導のデータを用いて予測する方法を提案する。本研究は、厚生労働科学研究費補助金「各種健診データとレセプトデータ等による保健事業の評価に関する研究（研究代表者：水嶋春朔）」の分担研究として行った。
【方法】
標準的な健診・保健指導プログラム（確定版）の様式6-10の「糖尿病等生活習慣病予防のための健診・保健指導／健診から保健指導実施へのフローチャート」（単に“フローチャート”と呼ぶ）の流れに沿って、それぞれのレベルの、①該当者人数、②生活習慣病罹患の相対危険、③介入によるリスク低下幅（相対改善）の３つのパラメータから、どのレベルへの介入によってどの程度の生活習慣病減少が見込まれるかを推計することを考える。①は実際の健診・保健指導結果から得られ、②は既存のコホート研究により推定された各リスク因子の相対危険とリスク因子の分布から算出し、③は目標として設定するか、または保健指導結果から算出する。
【結果】
医療保険者等が容易に利用しやすいように、エクセルで計算用ワークシート「特定健診・保健指導による生活習慣病の減少予測シート」を作成した。実際の健診・保健指導結果のデータはまだ入手できていないので、仮想的な値を用いて試算を試みた。その計算手順は当日紹介する。
【考察】
生活習慣病有病者・予備群を減少させるための効果的な事業計画のためには、ハイリスクアプローチとポピュレーションアプローチの両者をバランス良く組み立てていく必要がある。本研究で開発した方法を用いて対象者の全体像を整理し、全体の有病率・罹患率低下への寄与の程度を把握することは、事業の優先順位を付け、より効率的な計画への見直しにつなげていくために、基本的で必須の情報といえる。
